岩商連第５５９号（Ｅ）
平成２９年８月１日
小規模事業者持続化補助金採択事業者　各位
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
岩手県商工会連合会
会長　髙橋　富一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（公印省略）
小規模事業者持続化補助金交付要綱及び同補助金補助事業の手引き等の送付について
時下、益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。
　さて、全国商工会連合会より小規模事業者持続化補助金採択事業者に対し、小規模事業者持続化補助金の交付要綱及び同補助金補助事業の手引き等関係書類について送付依頼がありましたのでご通知いたします。

　貴殿におかれましては、補助金の適正な執行と円滑な事務手続きが出来ますよう、交付要綱及び補助事業の手引き等を十分にご確認のうえ、必ず商工会の助言等を受けながら事業を執行頂きますようお願い致します。
記
１　送付関係書類
（１）小規模事業者持続化補助金交付要綱　＜追加公募分＞
（２）「小規模事業者持続化補助金」において補助事業者が補助対象経費により取得し、または効

用の増加した財産の処分等の取扱いについて

（３）平成２８年度第２次補正予算小規模事業者持続化補助事業の手引き＜追加公募分＞
（４）小規模事業者持続化補助金参考様式集
　　※本会HPにもデータを掲示しておりますのでご活用下さい。また、今後様式集等の内容修
正・追加がある場合もございますので予めご了承下さい。
２　補助事業の完了・実績報告書等の提出
（１）補助事業の実施期限

　　　平成２９年１２月３１日（日）までとなります。

（２）実績報告書等の提出期限
　　　補助事業が完了したときは、その日から起算して３０日を経過した日、または、平成３０
年１月１０日（水）のいずれか早い日までに実施内容及び経費内容を取りまとめ提出しな

ければなりません。
（３）提出書類等
　　　小規模事業者持続化補助事業の手引きに記載されておりますので、事業実施前に十分に内

容を確認して下さい。
（４）留意事項

　　①　例えば、「物品を購入した」「広告を行った」では本補助金の目的を達したことにはなり
　　　ません。補助金を使用して行った行為について、効果の検証、実績等の報告を実績報告書
で行う必要があることから、支払いは少なくとも実績報告書提出日の1か月前には行って
いる必要があります。
②　申請書で記載された事業計画と、実績報告に記載する報告内容は、必ず対応している必
　要があります。

　　なお、申請時に業務効率化（生産性向上）の取組内容について記載した場合には、実績

　報告時に必ず、業務効率化（生産性向上）についての記載して下さい。
　　③　原則、経費は「銀行振込」で支払って下さい。現金支払いも一部可能ですが、補助金執
　　　行の適正確保のため、旅費（証拠書類が別途必要）を除き、１取引１０万円（税抜）を超
える支払いは、現金払いは認められません。
④　従来の持続化補助金と異なり、「機械装置等費」の単価上限の設定はありませんが、単

価５０万円（税抜）以上の機械装置等費の購入は「処分制限財産」に該当するため、一定

期間（通常は取得日から５年間）において処分が制限されます。

⑤　実績報告書等の提出書類は、事業終了前の提出日付や提出期限後の日付では受付が出来
ません。
⑥　証憑書類（見積・納品書・請求書等）は必ず申請時の屋号で統一して下さい。

例えば、通称と屋号が二つ以上あり、申請と違う屋号又は個人名のみの見積書・納品書・
請求書は証拠書類として認められません。
⑦　中止・廃止申請を行った場合でも実績報告書の提出が必要となります。

⑧　精算払請求書において個人事業者の場合は、申請者と口座名は同一である必要がありま

す。（※家族の口座名義を記載している場合があります。申請者名義以外への振込は不可能）
（担当：企業支援グループ　多田（憲）、浦田）
